













































1923 年から 1929 年にかけて、陳嘉庚の開設した集美学校と、学校周辺の政治軍事勢力が、
どのような関係にあったのかを明らかにした。集美学校では、1923 年以降、学生の政治運
動をめぐり、学校側と一部の学生との間で摩擦が発生した。この摩擦は、1926 年の国民革
命軍の福建への移駐によって拡大し、学生と当地国民党が学校運営に関与しようとするま
でに至った。これに対し陳嘉庚は、学校の管理権を固持するために休暇を繰り上げたり、休
校措置をとったりすることによって、一部の学生と国民党による関与を拒絶した。このよう
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な対立が存在した一方で、集美学校側は、1923 年以降に漳州に盤踞した張毅や、在地軍事
勢力の楊漢烈や高義と、非対立的な関係を形成していた。さらに 1927年になると、漳廈海
軍警備司令の林国庚が派遣した部隊が集美学校に駐留し、学校の警備にあたった。集美学校
はこのように、在地軍事勢力と相互依存関係にあった。ここに、利害を一致するような在地
軍事勢力との強固な関係が成立していたことを見て取ることが可能であると論じた。 
第三章「十九路軍の移駐および福建事変からみる陳嘉庚の地域的利害関係」では、1932年
に外来勢力である十九路軍が福建省に移駐してから、1933年 11月に福建事変を発生させる
までの地域社会の政治軍事情勢の変遷に着目し、そこに見られた陳嘉庚の動向から、陳嘉庚
が郷土との間に有していた地域的利害関係の構図を明らかにした。1932 年夏、十九路軍は
福建省に移駐すると、在地軍事勢力の討伐に取り組み、勢力を拡大させた。この動きは、在
地軍事勢力や海軍勢力に警戒を与え、彼等を団結させることとなった。陳嘉庚は、第二章で
みたように、在地軍事勢力や海軍と関係を構築し、一定の安定した基盤を確立していた。す
なわち、十九路軍が目指した在地軍事勢力の討伐は、陳嘉庚がこれまで構築してきた、比較
的安定的な基盤と衝突する性質を有していた。そのため陳嘉庚は、在地軍事勢力や海軍勢力
の動向に加担し、福建事変発生時も、福建人民政府の樹立に賛同しなかったことを明らかに
した。 
第四章「陳嘉庚と国民政府の僑務政策の影響―移民運送の問題を中心に―」では、1934年
に陳儀を主席とする福建省政府が成立して以降、国家権力が廈門における移民制度に関与
を強化していく過程で、これまで民間機構を主とする移民運送の体制を通して利益を得て
いたシンガポール福建系華僑の利権が、動揺したことを明らかにした。陳儀を主とする福建
省政府下の廈門では、廈門特殊公安局、廈門市政府、廈門僑務局といった政府機構が新たに
設けられた。これらの機構は、従来、六和公司や二盤商が優位を占めていた乗船切符の販売
体制に介入し、その再編をめざした。このような動向は、六和公司の一つで、従来、世襲的
な慣行の中で汽船を運行していた、林秉祥が経営する和豊輪船公司に影響を与えた。本章で
は、陳嘉庚の娘婿である李光前が、林秉祥の汽船会社に関与していたことに着眼して、林秉
祥の汽船事業と、陳嘉庚を含む一部の華僑との間で、利権の共有があったことを示した。そ
して、政府側が移民運送の事業に介入することは、移民の運送で従来優勢を占めてきた林秉
祥らの勢力を削ぎ、陳嘉庚を含む一部の華僑の利権をも侵害することとなったと指摘した。 
第五章「陳嘉庚と国民政府の経済政策―輸入関税政策の問題を中心に―」では、1920 年
代後半から発生した、シンガポールにおけるゴム価の暴落や、世界恐慌の影響を受け、経営
が悪化し始めた陳嘉庚公司が、1934 年に解散するまでの背景と過程を整理しながら、国民
政府の輸入関税政策に対する、陳嘉庚の対応の変化を明らかにした。国民政府は成立後、自
国産業の保護や財政収入を確保するため、輸入関税を引き上げる政策をとった。この結果、
陳嘉庚公司の製品を中国に輸出する際に困難な状況が出現するようになっていった。陳嘉
庚、およびその周囲の者は、国民政府成立時の 1927 年から輸入税の免除を訴えていたが、
結局、国民政府からの許可がおりなかった。ただし、1930 年に陳嘉庚が集美学校校長の葉
淵に送付した書簡からは、陳嘉庚が、免税許可がおりないことに対し、一定の理解を示して
いたことが明らかになった。だが、このような陳嘉庚の穏健な対応は、陳嘉庚公司の経営が
悪化していく中で変化していった。これは、陳嘉庚公司が解散した 1934年に、実業部部長
の陳公博がシンガポールを訪問した際に見られた、陳嘉庚の対応から判明した。陳嘉庚の態
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度が変化した背景には、海外に生産拠点を置く陳嘉庚に対し、国民政府が国家的な保護を与
えてこなかった事に対する、陳嘉庚の不満があったことが明らかになった。 
第六章「陳嘉庚と国民政府の教育政策―廈門大学国立化と南洋華僑師範学校設置の問題
を中心に―」では、教育事業の管理権をめぐって、陳嘉庚と福建省政府、および陳嘉庚と国
民政府との間の対立が激化していった過程を、陳儀が福建省政府に就任して以降の、教育政
策の展開と照らし合わせながら検討した。陳嘉庚公司が解散し、廈門大学や集美学校の運営
費を捻出することが困難となった陳嘉庚は、政府にその運営の一部を頼らざるを得なくな
った。しかし、政府側が廈門大学の管理権を徐々に掌握していった結果、陳嘉庚と福建省政
府、教育部との間で摩擦が生じるようになった。さらに、1940 年以降、南洋華僑師範学校
の設置問題を通して、陳嘉庚と政府側との対立は苛烈化し、陳嘉庚の批判は、国民党に管理
権を一元化する体制にまで及んだ。加えて本章では、陳嘉庚が教育事業を通して支持者を獲
得し、社会・政治的基盤を形成していたことを示した。陳嘉庚の教育事業がこのような特徴
を有していたため、陳嘉庚は政府側が教育を統制することに反発し、陳嘉庚と政府側との対
立が拡大する要因になっていたことを指摘した。 
終章では、各章の議論を整理し、次のように総括した。陳嘉庚は、自身が有力者となって
いく過程で、郷土における地域社会やシンガポール華僑社会において、既存の有力勢力と関
係を取り結び、利害を一致させるような相互関係を築いていた。しかしそれゆえに陳嘉庚を
めぐる情勢は、地域構造の変容を伴いながら、国家建設をとおして外部から影響力を拡張さ
せてきた国民政府側との間で、利権をめぐる対立が際立つこととなった。そしてこの対立が、
1940年に陳嘉庚が中国を視察する以前から蓄積されており、陳嘉庚が 1940年以降に国民政
府側を表立って非常に辛辣に批判した背景となっていたと考えられた。本論文が考察して
きた歴史的過程の全体からは、郷土の地域社会との間で利害関係上のつながりを維持しな
がら、華僑としての自己の利権をめぐり、1920年代初頭から 1940年代初頭にかけて、国民
政府による国家建設の進展と向き合って苦悩する陳嘉庚像が導き出された。また、国民政府
による国家建設が進展する中で自己の利権に固執した、愛国愛郷華僑としてのみ理解する
ことが困難な陳嘉庚が、抗日運動の領袖として活躍したことから、華僑が抗日運動に関わっ
てきた経緯と意義を、あらためて多角的に理解しなおすことが必要だと主張した。 
 
